
順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考

１ １２番 大久保　主計

市　長
教育長

市　長
教育長

市　長

市　長

２ １番 阿部　正義

市　長

教育長

市　長
教育長

教育長

２　増田西地区
の土地区画整理
事業について

(1)当該事業に係る名取市都市計画マスタープランに
おける地域別構想の「主な施策」項目について、進捗
に合わせて地域の声を聞く機会を設け、地域の不安解
消を図るべき。

１　パークゴル
フができる環境
整備について

(1)閖上グラウンド整備について、当初計画のパーク
ゴルフ場が多目的広場へ変更になった政策決定過程に
ついて伺う。
(2)以前の答弁で、市長と教育長は、多目的広場は一
時的なもので、どのような形での利用が望ましいの
か、市民や利用団体などから意見を伺いながら、検討
していきたいとのことだった。これまでの取組と、望
ましい整備計画をどのように策定して、いつまでに示
すのか伺う。

(3)パークゴルフは世代を超えたスポーツであり、高
齢化社会への対応と健康増進、交流人口拡大と地域活
性化、そして社会参加と生きがいづくりの推進など、
様々な政策的効果が期待できる。文化・スポーツ施設
や公園と同じく豊かな生活に欠かせない社会資源とし
て、財源確保の工夫と財源投入の政治的判断が必要と
考える。多くの市民が待ち望むパークゴルフができる
環境整備を、官民の協働による政策として市長が先頭
に立ち全庁的に取り組むべき。

２　不登校対策
について

(1)市内西側に住んでいる保護者から、子供をはなも
も教室に通わせたいが、距離や時間面、金銭面で通い
づらいとの声がある。市内全ての不登校の児童生徒を
カバーするため、はなもも教室を市内中心部に移設す
べきと考えるがどうか。

(2)別室教室や、自立支援学校にも通えていない児童
生徒の支援をするため、メタバースを活用した不登校
対策を行う自治体が増えている。本市も取り組むべき
と考えるがどうか。

１　入院してい
る児童生徒への
支援について

(1)保護者の経済的負担軽減のためにも、病気やけが
で入院中の児童生徒の食事療養費を助成すべきと考え
るがどうか。
(2)長期入院中の教育環境として、院内教室や病院に
隣接する支援学校がある。しかし、学区変更による精
神面の負担や、退院後の学習進捗に差が出ることも考
えられる。そのため、入院中も学区を変更せず、在籍
校で同時双方向型授業配信を行うべきと考えるがどう
か。

質問の要旨
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順
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答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

３ ９番 笹森　波

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

４ ４番 佐藤　繁樹

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

５ ２番 今野　慎介

市　長

市　長

市　長

市　長

６ ７番 二階堂　充

市　長

市　長

１　インバウン
ドの取組につい
て

１　任意の組織
である町内会等
の設置状況及び
課題と運営への
支援について

(1)町内会等について、設置数・未設置数及び町内会
への世帯加入率を伺う。
(2)これまでに解散した町内会等の有無や数を把握し
ているか伺う。
(3)町内会等の役割について、どのように捉えている
か伺う。
(4)役員の成り手不足や未加入世帯の増加等の課題に
ついて、どのように捉えているか伺う。
(5)役員及び会員への連絡方法等のデジタル化を支援
すべき。
(6)町内会等に関する相談窓口を明確にし、町内会の
円滑な運営のサポート体制をつくるべき。

１　在住外国人
に対する多言語
サービスについ
て

(1)現時点での市内在住外国人の人数と国籍別人数を
伺う。
(2)転入時に、日本語が話せない外国人に対して、ど
のような多言語対応をしているか伺う。
(3)近年、ごみ集積所のごみの捨て方などについて、
一部の在住外国人と近隣住民の間でトラブルが生じて
いることを市は把握しているか伺う。
(4)リサイクルとごみの出し方の分別表など、転入時
に配付される書類等の多言語化を進めるべき。

３　災害支援に
ついて

(1)他自治体で災害が発生した場合の支援体制につい
て、民間事業者との連携の現状を伺う。
(2)民間事業者と連携を図り、温かい食事を提供でき
るキッチンカーなどを派遣できるよう、体制を整備す
べき。

２ 防災体制に
ついて

(1)名取市総合防災訓練や、春まつり、秋まつりにお
いて展示ブースを設けるなど、災害時応援協定を結ん
でいる企業等との防災体制について宣伝すべき。

１　帯状疱疹ワ
クチン接種につ
いて

(1)帯状疱疹ワクチン接種について、県内他自治体で
は独自の助成を行っているところが増えている。その
現状についてどのように捉えているか伺う。
(2)帯状疱疹ワクチン接種費用の助成を早急に進める
べき。

(1)外国からの誘客について、これまで取り組んだ内
容を伺う。
(2)外国からの観光客がまだまだ少ないので、地域資
源を活用した、着地型や体験型の観光を充実させるべ
き。
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市　長

７ ８番 熊谷　克彦

消防長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

８ ６番 寺嶋　雅子

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

２　プレーパー
ク（冒険遊び
場）の常設につ
いて

３ 新総合病院
に 関 連 す る 病
院・施設・事業
所等について

(1)回復期及び慢性期にかかる病院、介護需要を満た
す施設、医療従事者を養成する専門学校及び新総合病
院と関係性の深い事業所等を誘致すべき。

２　新総合病院
の移転予定地周
辺の道路整備に
ついて

(1)市民や関係者等の要望を伺い、新総合病院周辺の
道路を拡幅改良工事等により整備すべき。

１ 仙台赤十字
病院と県立がん
センターの統合
による新総合病
院について

(1)傷病者救急搬送先の市ごとの搬送人員数及び主な
搬送先病院への収容所要時間の実態について伺う。
(2)救急医療等新総合病院ができるメリットをどのよ
うに捉えているか伺う。
(3)新総合病院の診療機能（救急医療、周産期医療、
がん医療、災害医療、新興感染症対応）について、市
民や関係者、関係団体等の要望を伺い、県等に要請す
べき。
(4)市民の命と健康を守り、安心して子育てができる
環境の整備に向けて、新総合病院と本市で、包括連携
協定を締結すべき。

(3)地域住民や関係団体など民間と連携し、官民一体
となって外国人観光客を増やす取組をすべき。

(1)プレーパークの令和５年度の実施状況と、令和６
年度の実施予定について伺う。
(2)プレーパークの在り方について、検討した経緯が
あるか伺う。

１　未就学児の
一時預かり事業
について

(1)一時預かり事業の一時的利用について、利用状況
を伺う。
(2)育児疲れの解消を目的とした一時的利用が可能と
なったが、その効果及び利用状況について伺う。
(3)ファミリー・サポート・センターでは、一時的に
未就学児を預かることもあるが、その利用状況につい
て伺う。
(4)一時預かり事業のニーズについて子育てコーディ
ネーターを活用し、未就学児の保護者の意見を聞く機
会を設けるべき。
(5)一時預かり事業の予約については、現在、電話や
直接施設での申込みに限られているが、予約状況を確
認できるインターネットやＬＩＮＥを活用したシステ
ムを導入すべき。
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順
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質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

９ ５番 鈴木　英信

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

１０ １３番 菅原　和子

市　長

市　長

市　長

１　プレコンセ
プションケアに
ついて

(1)本市におけるプレコンセプションケアの認識と取
組について伺う。
(2)福島県いわき市では、市のホームページでプレコ
ンセプションケアについて詳しく紹介している。本市
でも取り組むべき。
(3)プレコンセプションケアを踏まえた健康づくりな
どの知識を伝える妊活セミナーに取り組むべき。

(3)遊びの充実だけでなく、不登校児童生徒や毎日居
場所を探す未就学児親子のためにも、プレーパークを
常設すべき。

３　名取市ゼロ
カーボンシティ
宣言を踏まえ
た、宅配ボック
ス設置促進につ
いて

(1)市営住宅における宅配ボックスの設置状況を伺
う。
(2)市営住宅の入居者が宅配ボックスを設置する際
の、手続及び助成の有無について伺う。
(3)市営住宅において、国の補助制度を活用し、市で
早急に宅配ボックスを設置すべき。
(4)宅配での再配達を抑制し、物流従業員の負担軽減
及び物流における温室効果ガス排出量の削減のため、
住宅に宅配ボックスを設置する際の助成制度を創設す
べき。

２　日本海溝・
千島海溝周辺海
溝型地震対策に
ついて

(1)南海トラフ巨大地震と同様、切迫性が高まってい
るとされているが、どのように受け止めているのかを
伺う。
(2)市内沿岸部の法人や企業に対する津波避難の周知
について伺う。
(3)沿岸部は、観光や経済の交流拠点化が加速してい
る。緊急避難場所の追加設置や、防災行政無線のエリ
アを隙間なくカバーすべき。
(4)企業等は個別に避難対策を講じているが、自主的
な取組に限界を感じる。情報提供と避難訓練やマニュ
アル作成の支援をすべき。

１　中小企業施
策について

(1)中小企業・小規模企業振興会議の参加者構成や開
催頻度と、これまでの活動成果について伺う。
(2)市内の中小企業事業者の経営状況と経営課題につ
いて伺う。
(3)中小企業・小規模企業振興条例における企業や自
治体、市民の相互理解醸成のための取組状況について
伺う。
(4)国は、中小企業基本法の公布・施行日である７月
20日を中小企業の日、７月の１か月間を中小企業魅力
発信期間と定めている。このような機会において交流
事業を行い、相互理解を促進すべき。
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市　長

市　長

選挙管理
委員会
委員長

選挙管理
委員会
委員長

１１ １０番 千葉　栄幸

教育長
市　長
教育長
市　長
教育長

市　長
教育長

選挙管理
委員会
委員長
選挙管理
委員会
委員長
選挙管理
委員会
委員長

選挙管理
委員会
委員長

２　選挙事務に
ついて

(2)期日前投票の増加等に対応するため、選挙公報配
布期限を繰り上げるべき。

(3)若年世代に選挙をより身近に感じてもらうため、
市内の高校や大学等の協力を得て学校に期日前投票所
を設置すべき。また、高校生や大学生を積極的に投票
立会人に選任すべき。

(4)円滑かつ効率的な投開票事務が行われるよう（仮
称）投票所・開票所秩序保持方針を策定すべき。

(1)令和６年１月21日執行の名取市議会議員一般選挙
における選挙事務について、検証及び評価を行ったの
か伺う。

１　教育委員会
所掌事務の移管
について

(1)公民館が行っている分掌事務について伺う。
(2)現行の公民館体制になり丸４年が経過したが、現
状と課題について伺う。
(3)町内会をはじめ各種団体等においても脱退者が増
加し、地域のコミュニティーが低下してきていると感
じるが、どう捉えているか伺う。
(4)令和元年６月の法改正により、公民館などの公立
社会教育機関については、条例により地方公共団体の
長が所管することが可能となった。地域のよりどころ
になっている公民館を市長部局に移管し、地区に対す
る行政の窓口を公民館に一本化することにより、地域
の諸課題の解決に当たる地区と行政の新たな協働体制
を構築すべき。

３　投票環境の
改善と投票率
アップに向けた
取組について

(1)高齢者や障がい者の投票をサポートするため、手
助けしてほしい内容を記入する投票支援カードを作成
している自治体が増えている。本市でも取り組むべ
き。
(2)親子連れで期日前投票所を訪れた場合、記念品を
プレゼントしている自治体がある。本市でも取り組む
べき。

２　母子健康事
業について

(1)こども家庭庁において、新たに１か月児及び５歳
児に対する健康診査の費用を助成することになった。
出産後から就学前まで切れ目のない健康診査の実施の
ため、本市でも取り組むべき。

(4)愛媛県松山市では、将来の妊娠や出産、さらに健
康づくりに備えて体の状態を調べる検査費用（プレコ
ンチェック）の助成を行っている。本市でも取り組む
べき。
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求める者
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１２ １４番 吉田　良

市　長

市　長

消防長

市　長
消防長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

１３ １７番 小野寺　美穂

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

２　食料・農
業・農村基本法
改正について

(1)今回の法改正について、どのように捉えているか
伺う。
(2)本市の実情を鑑みた場合、法改正の影響をどう考
えているか伺う。
(3)食糧自給率向上について、現時点での考え方を伺
う。
(4)国に対して、食糧自給率向上を国政の柱に据え、
際限のない輸入自由化路線を転換し、農業予算の抜本
的引上げ、価格保障・所得補償など、農業者への直接
支払いを充実させることを求めるべき。

１　アタッチメ
ント理論につい
て

(1)乳幼児と親や保育者などの養育者との関係性にお
いて、アタッチメントの重要性が改めて見直されてい
る。アタッチメントについての認識を伺う。
(2)アタッチメント理論について、親や保育者などの
養育者、また、幼稚園や保育所等において研修等を行
い、見識を深めるべき。

(6)道路の拡幅や施設用地の確保等でさらなる土地が
必要となった場合、本市による新たな土地の買上げの
可能性はあるのか伺う。
(7)二次救急医療への補助金等、公金による支出の上
限額はどの程度となる考えか伺う。
(8)構想が実現すれば、仙台市をはじめ近隣市町にも
二次救急医療への補助金等の負担が生じると思われる
が、負担割合の検討はどのような場で行われるのか伺
う。
(9)新病院が赤字経営となっても、公金による穴埋め
が際限なく拡大することのないよう、本市から支援で
きる範囲をあらかじめ示すべき。

１　仙台赤十字
病院と県立がん
センターの統合
構想について

(1)令和５年12月22日に結ばれた基本合意の内容に対
する本市の考えを伺う。
(2)令和４年５月27日の県知事に対する植松入生の土
地の提案に至るまで、候補地の優劣を比較検討した内
容を公表すべき。
(3)直近３年間における両病院への救急搬送人員数の
合計を伺う。
(4)新病院が整備されることで、本市消防による病院
収容所要時間がどのように変化すると予想しているの
か伺う。
(5)基本合意書第９条にある患者等への最大限の配慮
が確実になされるよう、基本合意を結んだ３者に対
し、仙台市と合同で要望すべき。
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１４ １６番 菊地　忍

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

２　子どもにや
さしいまちづく
り事業の推進に
ついて

(1)富谷市では、子どもにやさしいまちづくり宣言を
行い、子供の権利を大切にするという考えが広まり、
まち全体で子どもにやさしいまちづくりへの機運が醸
成されている。本市でも子どもにやさしいまちづくり
宣言の制定や、子供の権利についての啓発活動を推進
すべきと考えるがどうか。

(2)北海道安平町では、子供の意見を尊重し、遊び場
づくり、遊ぶ機会づくりに取り組んでいる。本市でも
子供のための事業等の方針を決める際に、当事者であ
る子供たちが議論に参加できる仕組みや制度を構築す
べきと考えるがどうか。

１　ＨＰＶワク
チン接種につい
て

(1)ＨＰＶワクチンのキャッチアップ接種は、令和６
年度までの３年間の期間限定措置である。令和４年度
から２年間の接種率について伺う。
(2)市のホームページや広報、個別通知や再勧奨にお
いて、接種対象者や保護者の不安解消となる適切な情
報提供に努めるべきと考えるがどうか。
(3)ＨＰＶワクチンの男性への接種に対し、接種費用
を助成する自治体が増えている。本市も取り組むべき
と考えるがどうか。
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